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Summary： 
The earnings of foreign currency from international travel can decrease a country’s resource gap and current-account 
gap. In the case of Thailand’s early economic development, it increased its resource gap because of primary exports, 
mainly rice, but the earnings of international inbound travel were able to reduce the resource gap. 
The contribution of international travel earnings toward economic development was helped by not only the private sector 
but also the government sector. Construction of priority tourism infrastructure and the invitation of tourism companies 
by the government sector was able to overcome “the under-development of the market”, and increase international travel 
earnings. 
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要旨： 
国際旅行収入による外貨獲得は、資源ギャップ及び経常収支ギャップを軽減させるといった経済開発効果をもたらす。米を
主とする一次産品輸出に頼らざるを得なかったタイは、工業化に際し資源ギャップを増加させた。しかし、その資源ギャップ
の緩和に国際旅行収入が役立てられ、工業製品の輸出が拡大されるまで、その経済開発効果が維持された。 
また、この国際旅行収入の経済開発への寄与は、民間による自助努力だけでなく、タイ政府による国家戦略によって促され
た。観光資源を有する地域への優先的インフラ整備や企業誘致が「市場の未発達」を克服し、国際旅行収入を拡大させた。 
キーワード：タイ、経済開発、2つのギャップ理論、観光政策 
 
１． 研究の背景と目的 
世界の国際観光者数は、航空技術の発達に伴い、1960 年代以降急速に拡大し、国際取引の上でも一大成長産業と
なっている。そして、この影響は、開発途上国へも及んでいる。開発途上国の観光産業の普及は、経済開発において
どのように寄与しているのだろうか。 
マスツーリズム時代の到来以降、経済的離陸を遂げたASEAN 諸国からタイを取り上げ、1970 年から 1999 年ま
での国際観光による経済開発への効果を検証する。さらに、経済開発に寄与した政策的要素をタイの経験から論じる
こととする。 
２． 理論的考察と先行研究 
開発途上国は、工業化を始動する際、低い国内貯蓄のために必要投資が賄われない貯蓄・投資ギャップ（以下資源
ギャップと称す）を生じ、また、資本財や中間財の輸入に必要な外貨が不足する経常収支ギャップの２つのギャップ
を生じることとなる。これを論じたのが｢２つのギャップ理論（Two-Gap Theory）｣である。 
工業化に向けて資本がボトルネックとなっている場合、海外資本を用いて資源ギャップを補完することができる。
この行為は事後的には資源ギャップを創り出すことになり、経常収支ギャップも同じ値を示すことになる。しかしな
がら、これら２つのギャップの拡大は、対外債務を累積し、デフォルトや金融危機を起こしかねない。 
このような事態を引き起こさないために輸出を拡大する必要があるが、開発当初は、工業資本の蓄積率が低いため
工業製品の輸出はあまり見込めず、農林水産物や鉱物資源といった一次産品の輸出に頼る他ない。そこで、マスツー
リズム時代を背景に、｢見えざる輸出｣といった代名詞をもつ国際観光収入がこれらのギャップの緩和に役立てられる
のである。開発途上国の多くは、自然資源（ビーチや野生生物など）や歴史・文化的資源（遺跡・舞踊など）の観光
資源を有し、豊富で安価な労働力を生かすことで観光を供給し、外貨を獲得することができる。 
しかしながら、観光は贅沢品（奢侈品）であることから、開発途上国国民による観光需要は小さく、観光供給を図
るための知識や経験が欠如している。また、空港や水道などのインフラが未整備の段階では観光産業の誘致は見込め
ない。そこで、政府の観光開発に向けてのプログラムが必要となる。 
｢市場の失敗｣を背景に、Gray(1970)やJenkins(1982a,b)、Opperman(1997)、Sinclair(1997)のように観光開発に
おける開発途上国政府の役割を肯定し、政府の役割を研究している論文も数多く存在する。政府の市場への介入は、
新古典派モデルのもつ「市場の自由化」が効率的な資源配分を達成するという命題に反することである。しかしなが
ら、政府介入の妥当性がさまざまな論点から挙がっている。1つは、新古典派モデルが市場の完全性を前提とするこ
とが現実的でないこと、2つに、外部経済の存在から産業政策の意義が評価されることである。 
３． 国際旅行収入の経済開発への効果 
タイでは、国際旅行収入がどの程度資源ギャップの緩和に寄与し、経済開発に寄与してきたのか考察する。 
タイの国際旅行収入は期間を通して資源ギャップを埋め合わせる程ではないが、ギャップの縮小に一役担っている
ことが確かめられる（図表 1）。もし、国際旅行収入がなければ、資源ギャップは国際旅行収入の分だけ拡大するこ
とになる。それは、特に 80年代前半と 90年代前半においては、極めて対外的に輸入超過を意味する。国際旅行収入
は 90年代も着実に成長してきているにもかかわらず、97年に通貨危機が起こっていることから、もし観光による収
入がなければ、より早く通貨危機を招いていたかもしれない。その前に、観光収入が期待できなければ、資源ギャッ
プはここまで拡大できなかったかもしれない。 
マレーシアやインドネシ
アのように鉱物資源に恵ま
れないタイは、経済開発の初
期段階において、米を中心と
する農産物輸出に頼らざる
を得ないが、旅行収入による
外貨獲得が、工業製品輸出による外貨獲得が見込まれるまで、資源ギャップの緩和に貢献した。そして、旅行収入の
比率は工業製品輸出の拡大により 1988年の 19.7％をピークに低下傾向にあり、これは旅行収入の経済開発効果が薄
れてきたことを意味する。 
４． 国家戦略の経緯 
タイ国家経済社会開発庁（National Economic and Social Development Board : NESDB）によって 1961年以降施
行されている国家経済社会開発計画（The National Economic and Social Development Plan）を中心に、観光開発
計画について考察する。 
国家経済社会開発計画は 1961年の第 1次 6カ年計画に始まり、計画の大部分は、輸入代替工業化から輸出指向工
業化への過程であった。観光に関わる開発計画が初めて盛り込まれたのは 1979年であり、第 4次計画（1976－1981）
を遂行中の修正報告であった。パタヤやプーケットといった拠点インフラ整備が中心であった。 
この 70年代には法的側面による介入も実施された。1972年の外国企業規制法、1977年の新投資奨励法である。
タイ資本のマジョリティー化に向けて施行された外国企業規制法により、50％以上の外資を有するホテル（ホテルサ
ービス管理業を除く）や旅行代理店は、投資奨励企業以外参入できないようになった。さらに、新投資奨励法ではバ
ンコクを含むタイ全国の観光地のホテル建設に対して投資奨励の特典を与え、ホテル不足に対応し、ホテル建設を促
した。この2つの法的制度により、奨励企業を国家が取捨選択し、国内への利潤を保護した。 
経済全体の構造調整（国際収支改善）プログラムが柱となっている第5次計画(1981－1986)になると、より観光部門
への比重が高まり、また外貨獲得志向が強調された構成となっている。この期は、外貨獲得志向が強調されたと同時に、
タイ人の外国旅行による外貨の流出を回避するため、1984年航空機によるタイ人の外国旅行に１人あたり1000バーツ
（陸路による外国旅行は500バーツ）の出国税を設置した。また、外貨持ち出し制限を課し、外貨の流出を抑制した。
ホテル供給が飽和状態であることを理由に、タイ投資委員会は1981年から投資奨励を停止した。 
第 6 次計画（1986－1991）で、観光産業は地域間格差是正に寄与し、外貨獲得及び知識層の雇用拡大につながる
ものとし、重点産業に指定された。この期には、1981年に停止していた投資奨励を1987年に再開しているが、1981
年以前とは違い、バンコク市内の新規ホテルは奨励せず、地方への投資奨励を行い、地域間の格差是正に努めている。 
第 7 次計画（1991－1996）以降の特徴として、外需に留まらず、内需の開発を初めて盛り込んでいる。タイ国民
による国内観光の活性化により、外貨獲得志向だけでなく雇用拡大効果や地域格差是正を図っている。1991 年の外
貨持ち出し制限の緩和、出国税の撤廃は、外貨節約のためであった規制を緩和させ、政府の役割は外貨獲得を図った
政府主導の観光開発から、市場の利益を優先させた規制緩和へと移行しつつあることが見受けられる。 
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